
 

 

令和７年９月 

 

飯田市議会第３回定例会 

 

新旧対照表 
 

 

議案第79号 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第80号 飯田市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第81号 飯田市個人番号の利用等に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第82号 飯田市保育の実施に関する条例等の一部を改正する条例（案） 

議案第83号 飯田市福祉医療費給付金条例の一部を改正する条例（案） 

議案第84号 飯田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例（案） 

議案第85号 飯田市営住宅等条例の一部を改正する条例（案） 

議案第86号 飯田市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

議案第87号 飯田市水道条例等の一部を改正する条例（案） 

議案第88号 飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例（案） 

議案第89号 飯田市議会議員及び飯田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例及び飯田市議会議員 

     及び飯田市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例の一部を改正する条例（案） 

 



議案第79号1 

 

議案第79号1 

職員の育児休業等に関する条例新旧対照表（最終 令和４年12月26日飯田市条例第27号） 

改正後（案） 現行 

（法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） （法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情） 

第３条 法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

第３条 法第２条第１項ただし書の条例で定める特別の事情は、次に掲

げる事情とする。 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は前条の規定に

該当すること。 

(6) 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の

規定に該当すること。 

(7) （略） (7) （略） 

（法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） （法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態） 

第12条 法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、勤務時間

条例第２条第６項の規定の適用を受ける職員について、次に掲げる勤

務の形態（法第10条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態

を除く。）とする。 

第12条 法第10条第１項第５号の条例で定める勤務の形態は、勤務時間

条例第２条第５項の規定の適用を受ける職員について、次に掲げる勤

務の形態（法第10条第１項第１号から第４号までに掲げる勤務の形態

を除く。）とする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第19条 法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 第19条 法第19条第１項の条例で定める職員は、次に掲げる職員とする。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 勤務日の日数を考慮して市長が規則で定める非常勤職員以外の非

常勤職員（地方公務員法第22条の４第１項に規定する短時間勤務の

職を占める職員を除く。） 

(2) 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して市長が規則で

定める非常勤職員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条の４第１

項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再任用短

時間勤務職員等」という。）を除く。） 

（第１号部分休業の承認） （部分休業の承認） 



議案第79号2 

 

議案第79号2 

改正後（案） 現行 

第20条 法第19条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に

規定する部分休業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、30

分を単位として行うものとする。 

第20条 部分休業（法第19条第１項に規定する部分休業をいう。以下同

じ。）の承認は、勤務時間条例第５条第１項に規定する正規の勤務時

間（非常勤職員（定年前再任用短時間勤務職員等を除く。）にあって

は、当該非常勤職員について定められた勤務時間）の始め又は終わり

において、１日を通じて２時間（市長が定める職員にあっては、市長

が定める時間）を超えない範囲内で、30分を単位として行うものとす

る。 

（第２号部分休業の承認） 

第20条の２ 法第19条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１

項に規定する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、

１時間を単位として行うものとする。ただし、次の各号に掲げる場合

にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第２号部分休業を承

認することができる。 

(1) １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある

場合であって、当該勤務時間の全てについて承認の請求があったと

き 当該勤務時間の時間数 

(2) 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であっ

て、当該残時間数の全てについて承認の請求があったとき 当該残

時間数 

 

（法第19条第２項の条例で定める１年の期間） 

第20条の３ 法第19条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１

日から翌年３月31日までとする。 

 

（法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例  



議案第79号3 

 

議案第79号3 

改正後（案） 現行 

で定める時間） 

第20条の４ 法第19条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準と

して条例で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該

各号に定める時間とする。 

(1) 非常勤職員以外の職員 77時間30分 

(2) 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に

10を乗じて得た時間 

（法第19条第３項の条例で定める特別の事情） 

第20条の５ 法第19条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負

傷又は疾病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条

第２項の規定による申出時に予測することができなかった事実が生じ

たことにより同条第３項の規定による変更（以下「第３項変更」とい

う。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子

の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

 

（部分休業をしている職員の給与の取扱い） （部分休業をしている職員の給与の取扱い） 

第21条 職員が法第19条第１項に規定する部分休業の承認を受けて勤務

しない場合には、給与条例第33条の規定にかかわらず、その勤務しな

い１時間につき、給与条例第34条に規定する勤務１時間当たりの給与

額を減額して支給する。 

第21条 職員が部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、給与条例

第33条の規定にかかわらず、その勤務しない１時間につき、給与条例

第34条に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して支給する。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第22条 法第19条第６項において準用する法第５条第２項の条例で定め

る事由は、職員が第３項変更をしたときとする。 

（部分休業の承認の取消事由） 

第22条 第14条の規定は、法第19条第３項において準用する法第５条第

２項の条例で定める事由について準用する。 

 



議案第80号1 

 

議案第80号1 

飯田市職員の勤務時間及び休暇等に関する条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第５号） 

改正後（案） 現行 

（介護休暇） （介護休暇） 

第12条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、

配偶者の父母その他市長が規則で定める者（第12条の４第１項におい

て「配偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により市長が規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介

護者」という。）の介護をするため、任命権者が、市長が規則で定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して

６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇とする。 

第12条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と

同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、子、

配偶者の父母その他市長が規則で定める者（第12条の３第１項におい

て「配偶者等」という。）で負傷、疾病又は老齢により市長が規則で

定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるもの（以下「要介

護者」という。）の介護をするため、任命権者が、市長が規則で定め

るところにより、職員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して

６月を超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間」という。）

内において勤務しないことが相当であると認められる場合における休

暇とする。 

２ （略） ２ （略） 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等）  

第12条の３ 任命権者は、職員の育児休業等に関する条例（平成４年飯

田市条例第７号）第23条第１項の措置を講ずるに当たっては、同条の

規定による申出をした職員（以下この項において「申出職員」という。）

に対して、次に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号にお

いて「出生時両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせる

ための措置 

 

(2) 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出（以下「請求等」と  



議案第80号2 

 

議案第80号2 

改正後（案） 現行 

いう。）に係る申出職員の意向を確認するための措置 

(3) 職員の育児休業等に関する条例第23条の規定による申出に係る子

の心身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当

該子の出生の日以後に発生し、又は発生することが予想される職業

生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事項に係

る申出職員の意向を確認するための措置 

 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項におい

て「対象職員」という。）に対して、市長が規則で定める期間内に、

次に掲げる措置を講じなければならない。 

 

(1) 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号にお

いて「育児期両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせる

ための措置 

 

(2) 育児期両立支援制度等の請求等に係る対象職員の意向を確認する

ための措置 

 

(3) 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象

職員の家庭の状況に起因して発生し、又は発生することが予想され

る職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善に資する事

項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認

した事項の取扱いに当たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認

等） 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認

等） 



議案第80号3 

 

議案第80号3 

改正後（案） 現行 

第12条の４ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とす

る状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介

護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介

護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介

護両立支援制度等の請求等に係る当該職員の意向を確認するための面

談その他の措置を講じなければならない。 

第12条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とす

る状況に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介

護との両立に資する制度又は措置（以下この条及び次条において「介

護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、介

護両立支援制度等の申告、請求又は申出（次条において「請求等」と

いう。）に係る当該職員の意向を確認するための面談その他の措置を

講じなければならない。 

２ （略） ２ （略） 

（勤務環境の整備に関する措置） （勤務環境の整備に関する措置） 

第12条の５ （略） 第12条の４ （略） 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

 



議案第81号1 

議案第81号1 

飯田市個人番号の利用等に関する条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第10号） 

改正後（案） 現行 

別表第１（第４条関係） 別表第１（第４条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第４条関係） 別表第２（第４条関係） 

【別記２ 参照】 【別記２ 参照】 

別表第３（第５条関係） 別表第３（第５条関係） 

【別記３ 参照】 【別記３ 参照】 



議案第81号2 

議案第81号2 

【別記１】 

 

改正後（案） 

機関 事務 

（略） 

４ 市長 飯田市福祉医療費給付金条例（平成15年飯田市条例第17号）による支給対象者に対する給付金の支給又は費

用の貸付けに関する事務であって市長が規則で定めるもの 

５ 市長 飯田市の事務を処理するために利用する情報システムの機能であって、住登外者（飯田市の住民基本台帳に

記録されていない者であって、飯田市において事務に必要な情報を住民基本台帳とは別に管理しておく必要

があるものをいう。以下同じ。）を識別するための番号を付し、及び管理するもの（以下「住登外者宛名番

号管理機能」という。）による住登外者の情報の管理に関する事務 

 

現行 

機関 事務 

（略） 

４ 市長 飯田市福祉医療費給付金条例（平成15年飯田市条例第17号）による支給対象者に対する給付金の支給又は費

用の貸付けに関する事務であって市長が規則で定めるもの 

 



議案第81号3 

議案第81号3 

【別記２】 

 

改正後（案） 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 飯田市営住宅等条例に

よる４号市営住宅の管

理に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(5) （略） 

(6) 住登外者宛名番号管理機能による住登外者の情報の管理に関する情報（以下「住登外

者宛名情報」という。） 

２ 市長 行政措置として行う予

防接種の実施、給付の支

給又は実費の徴収に関

する事務であって市長

が規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(8) （略） 

(9) 住登外者宛名情報 

３ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付金

若しくは進学・就職準備

給付金の支給、保護に要

する費用の返還又は徴

収金の徴収に関する事

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(9) （略） 

(10)住登外者宛名情報 



議案第81号4 

議案第81号4 

務であって市長が規則

で定めるもの 

４ 市長 法別表の14の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

(4) 住登外者宛名情報 

５ 市長 法別表の24の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

(4) 住登外者宛名情報 

６ 市長 法別表の27の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 中国残留邦人等支援給付等関係情報 

(2) 住登外者宛名情報 

７ 削除   

８ 市長 特定優良賃貸住宅の供

給の促進に関する法律

（平成５年法律第52号）

による賃貸住宅の管理

に関する事務であって

市長が規則で定めるも

の 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 生活保護実施関係情報又は外国人生活保護実施関係情報 

(2) 住登外者宛名情報 

９ 市長 法別表の111の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(8) （略） 



議案第81号5 

議案第81号5 

(9) 住登外者宛名情報 

10 市長 特定個人番号利用事務

のうち、法第19条第８号

の規定により市長がそ

の処理に当たり生活保

護関係情報の提供を求

めることができるもの

であって市長が規則で

定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1) 外国人生活保護実施関係情報 

(2) 住登外者宛名情報 

11 市長 飯田市福祉医療費給付

金条例による支給対象

者に対する給付金の支

給に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(11) （略） 

(12)住登外者宛名情報 

12 市長 飯田市福祉医療費給付

金条例による支給対象

者に対する費用の貸付

けに関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(6) （略） 

(7) 住登外者宛名情報 



議案第81号6 

議案第81号6 

13 市長 法別表の117の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

(4) 住登外者宛名情報 

 



議案第81号7 

議案第81号7 

現行 

機関 事務 特定個人情報 

１ 市長 飯田市営住宅等条例に

よる４号市営住宅の管

理に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(5) （略） 

２ 市長 行政措置として行う予

防接種の実施、給付の支

給又は実費の徴収に関

する事務であって市長

が規則で定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(8) （略） 

３ 市長 生活に困窮する外国人

に対する保護の決定及

び実施、就労自立給付金

若しくは進学・就職準備

給付金の支給、保護に要

する費用の返還又は徴

収金の徴収に関する事

務であって市長が規則

で定めるもの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(9) （略） 



議案第81号8 

議案第81号8 

４ 市長 法別表の14の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

５ 市長 法別表の24の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

６ 市長 法別表の27の項の下欄

に掲げる事務 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 

７ 市長 法別表の52の項の下欄

に掲げる事務 

中国残留邦人等支援給付等関係情報であって市長が規則で定めるもの 

８ 市長 特定優良賃貸住宅の供

給の促進に関する法律

（平成５年法律第52号）

による賃貸住宅の管理

に関する事務であって

市長が規則で定めるも

の 

生活保護実施関係情報又は外国人生活保護実施関係情報であって市長が規則で定めるもの 

９ 市長 法別表の111の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(8) （略） 

10 市長 特定個人番号利用事務

のうち、法第19条第８号

の規定により市長がそ

の処理に当たり生活保

外国人生活保護実施関係情報であって市長が規則で定めるもの 



議案第81号9 

議案第81号9 

護関係情報の提供を求

めることができるもの

であって市長が規則で

定めるもの 

11 市長 飯田市福祉医療費給付

金条例による支給対象

者に対する給付金の支

給に関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(11) （略） 

12 市長 飯田市福祉医療費給付

金条例による支給対象

者に対する費用の貸付

けに関する事務であっ

て市長が規則で定める

もの 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(6) （略） 

13 市長 法別表の117の項の下欄

に掲げる事務 

次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(3) （略） 

 



議案第81号10 

議案第81号10 

【別記３】 

 

改正後（案） 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

（略） 

３ 教育委員会 学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する事

務であって市長が規則

で定めるもの 

市長 次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(5) （略） 

(6) 住登外者宛名情報 

（略） 

 

現行 

情報照会機関 事務 情報提供機関 特定個人情報 

（略） 

３ 教育委員会 学校保健安全法による

医療に要する費用につ

いての援助に関する事

務であって市長が規則

で定めるもの 

市長 次に掲げる情報であって市長が規則で定めるもの 

(1)～(5) （略） 

（略）  



議案第82号1 

 

議案第82号1 

飯田市保育の実施に関する条例等の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市保育の実施に関する条例新旧対照表（最終 平成26年12月24日飯田市条例第49号） 

改正後（案） 現行 

（保育の必要性の認定の基準） （保育の必要性の認定の基準） 

第２条 保育の必要性の認定は、法第６条第１項に規定する小学校就学

前子ども（以下「小学校就学前子ども」という。）の保護者のいずれ

もが次の各号のいずれかに該当することとする。 

第２条 保育の必要性の認定は、法第６条第１項に規定する小学校就学

前子ども（以下「小学校就学前子ども」という。）の保護者のいずれ

もが次の各号のいずれかに該当することとする。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

(9) 育児休業をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る

子ども以外の小学校就学前子どもが法第27条第１項に規定する特定

教育・保育施設又は法第43条第４項に規定する特定地域型保育事業

（以下この号において「特定教育・保育施設等」という。）を利用

しており、当該育児休業の間に当該特定教育・保育施設等を引き続

き利用することが必要であると認められること。 

(9) 育児休業をする場合であって、当該保護者の当該育児休業に係る

子ども以外の小学校就学前子どもが法第27条第１項に規定する特定

教育・保育施設又は法第43条第３項に規定する特定地域型保育事業

（以下この号において「特定教育・保育施設等」という。）を利用

しており、当該育児休業の間に当該特定教育・保育施設等を引き続

き利用することが必要であると認められること。 

(10) （略） (10) （略） 



議案第82号2 

 

議案第82号2 

第２条関係 飯田市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第13号） 

改正後（案） 現行 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第13条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の1

0第１項各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響

を与える行為をしてはならない。 

第13条 家庭的保育事業者等の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条の1

0各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与え

る行為をしてはならない。 



議案第82号3 

 

議案第82号3 

第３条関係 飯田市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第

14号） 

改正後（案） 現行 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1)～(21) （略） (1)～(21) （略） 

(22) 特定地域型保育事業 法第43条第４項に規定する特定地域型保

育事業をいう。 

(22) 特定地域型保育事業 法第43条第３項に規定する特定地域型保

育事業をいう。 

(23)～(28) （略） (23)～(28) （略） 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第26条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対

し、児童福祉法第33条の10第１項各号に掲げる行為その他当該教育・

保育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならな

い。 

第26条 特定教育・保育施設の職員は、教育・保育給付認定子どもに対

し、児童福祉法第33条の10各号に掲げる行為その他当該教育・保育給

付認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない。 



議案第82号4 

 

議案第82号4 

第４条関係 飯田市乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第15号） 

改正後（案） 現行 

（虐待等の防止） （虐待等の防止） 

第14条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条

の10第１項各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影

響を与える行為をしてはならない。 

第14条 乳児等通園支援事業者の職員は、利用乳幼児に対し、法第33条

の10各号に掲げる行為その他当該利用乳幼児の心身に有害な影響を与

える行為をしてはならない。 

 



議案第83号1 

議案第83号1 

飯田市福祉医療費給付金条例新旧対照表（最終 令和６年10月４日飯田市条例第35号） 

改正後（案） 現行 

（受給者証の提示等） （受給者証の提示） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の規定にかかわらず、支給対象者が受給者証に代えて個人番

号カード（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律（平成25年法律第27号）第２条第７項に規定する個人

番号カードをいう。以下同じ。）を提示した場合で、協力医療機関等

又は長野県の区域に存する保険医療機関等が当該個人番号カードを提

示した者に係る資格情報を取得し、及び閲覧することができるときは、

受給者証の提示を要しない。 

 

（支給申請） （支給申請） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 支給対象者が前条第１項の規定による協力医療機関等に対する受給

者証の提示又は同条第３項の規定による個人番号カードの提示並びに

協力医療機関等が行う資格情報の取得及び閲覧により療養の給付等を

受けた場合であって、市長が規則で定めるところによりあらかじめ届

出を行った場合においては、次条第２項第２号の規定による通知があ

ったことをもって、前項の規定による申請があったものとみなす。 

２ 支給対象者が前条第１項の規定により協力医療機関等に対し受給者

証を提示して療養の給付等を受けた場合であって、市長が規則で定め

るところによりあらかじめ届出を行った場合においては、次条第２項

第２号の規定による通知があったことをもって、前項の規定による申

請があったものとみなす。 

３ 支給対象者が前条第２項の規定による保険医療機関等に対する受給

者証の提示又は同条第３項の規定による個人番号カードの提示並びに

保険医療機関等が行う資格情報の取得及び閲覧により療養の給付等を

３ 支給対象者が前条第２項の規定により保険医療機関等に対し受給者

証を提示して療養の給付等を受けた場合においては、当該保険医療機

関等から市長に対して行われる当該療養の給付等に係る費用額その他



議案第83号2 

議案第83号2 

改正後（案） 現行 

受けた場合においては、当該保険医療機関等から市長に対して行われ

る当該療養の給付等に係る費用額その他給付金の算定に必要な事項の

通知をもって、第１項の規定による申請があったものとみなす。 

給付金の算定に必要な事項の通知をもって、第１項の規定による申請

があったものとみなす。 

４ （略） ４ （略） 

（協力医療機関等及び連合会との契約） （協力医療機関等及び連合会との契約） 

第９条 市長は、長野県の区域に存する保険医療機関等又は長野県の区

域に存する保険医療機関等によって構成される団体と、次に掲げる事

項について契約を締結するものとする。 

第９条 市長は、長野県の区域に存する保険医療機関等又は長野県の区

域に存する保険医療機関等によって構成される団体と、次に掲げる事

項について契約を締結するものとする。 

(1) 当該保険医療機関等又は保険医療機関等によって構成される団体

に属する保険医療機関等において、支給対象者が受給者証の提示又

は個人番号カードの提示並びに当該個人番号カードを用いた資格情

報の取得及び閲覧による療養の給付等を受けた場合は、当該療養の

給付等の内容及び要した費用についての情報を、長野県国民健康保

険団体連合会（国民健康保険法第83条に規定する国民健康保険団体

連合会であって長野県をその区域とするものをいう。次項において

「連合会」という。）に対し提供する旨 

(1) 当該保険医療機関等又は保険医療機関等によって構成される団体

に属する保険医療機関等において、支給対象者が受給者証を提示し

て療養の給付等を受けた場合は、当該療養の給付等の内容及び要し

た費用についての情報を、長野県国民健康保険団体連合会（国民健

康保険法第83条に規定する国民健康保険団体連合会であって長野県

をその区域とするものをいう。次項において「連合会」という。）

に対し提供する旨 

(2) （略） (2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 



議案第84号1 

議案第84号1 

飯田市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例新旧対照表（最終 令和５年12月27日飯田市条例第37号） 

改正後（案） 現行 

（建築物の建蔽率の最高限度） 

第４条の２ 建築物の建蔽率は、別表第２に掲げる計画地区の区分に応

じ、それぞれ同表の右欄の建蔽率の最高限度の項に掲げる数値以下で

なければならない。 

２ 前項の規定の適用については、街区の角にある敷地又はこれに準ず

る敷地で、飯田市建築基準法施行細則（昭和50年飯田市規則第34号）

第10条の規定に該当するものの内にある建築物にあっては、別表第２

に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表の右欄の建蔽率の最高

限度の項に掲げる数値に10分の１を加えたものをもって、同項の数値

とする。 

 

（建築物の壁面の位置の制限） 

第５条の２ 建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路の境界線及

び隣地境界線までの距離（以下「外壁の後退距離」という。）は、別

表第２に掲げる計画地区の区分に応じ、それぞれ同表の右欄の壁面の

位置の制限の項に掲げる数値以上でなければならない。 

 

（建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合の措置） （建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合の措置） 

第７条 （略） 第７条 （略） 

２ 建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合における第４

条の２の規定の適用については、当該建築物の建蔽率は、同条の規定

による当該各地区整備計画区域の内外の建築物の建蔽率の限度にその

敷地の当該地区整備計画区域の内外にある各部分の面積の敷地面積に

対する割合を乗じて得たものの合計以下でなければならない。 

 



議案第84号2 

議案第84号2 

改正後（案） 現行 

３ 建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合における第５

条の２及び前条の規定の適用については、当該建築物の部分について、

当該敷地の属する地区整備計画区域に係るこれらの規定を適用する。 

２ 建築物の敷地が地区整備計画区域の内外にわたる場合における前条

の規定の適用については、当該建築物の部分について、当該敷地の属

する地区整備計画区域に係るこれらの規定を適用する。 

（建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合の措置） （建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合の措置） 

第８条 （略） 第８条 （略） 

２ 建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合における第４条の２

の規定の適用については、当該建築物の建蔽率は、同条の規定による

当該各計画地区内の建築物の建蔽率の限度にその敷地の当該計画地区

内にある各部分の面積の敷地面積に対する割合を乗じて得たものの合

計以下でなければならない。 

 

３ 建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合における第５条の２

及び第６条の規定の適用については、当該建築物の部分について、当

該敷地の属する計画地区に係るこれらの規定を適用する。 

２ 建築物の敷地が計画地区の２以上にわたる場合における第６条の規

定の適用については、当該建築物の部分について、当該敷地の属する

計画地区に係るこれらの規定を適用する。 

（特例による許可） （特例による許可） 

第10条 市長が次に掲げる要件について認めて許可した建築物及びその

敷地は、その許可の範囲内において、第４条、第４条の２第１項、第

５条第１項、第５条の２及び第６条の規定は適用しない。 

第10条 市長が次に掲げる要件について認めて許可した建築物及びその

敷地は、その許可の範囲内において、第４条、第５条第１項及び第６

条の規定は適用しない。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（罰則） （罰則） 

第13条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処す

る。 

第13条 次の各号のいずれかに該当する者は、50万円以下の罰金に処す

る。 



議案第84号3 

議案第84号3 

改正後（案） 現行 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 第４条の２第１項、第５条第１項、第５条の２又は第６条の規定

に違反した場合における当該建築物の設計者（設計図書を用いない

で工事を施工し、又は設計図書に従わないで工事を施工した場合に

おいては、当該建築物の工事施工者） 

(3) 第５条第１項又は第６条の規定に違反した場合における当該建築

物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計図書に

従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の工事施工

者） 

(4) （略） (4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

別表第１（第３条関係） 別表第１（第３条関係） 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

別表第２（第４条―第６条関係） 別表第２（第４条―第６条関係） 

１ 座光寺地区整備計画区域 １ 座光寺地区整備計画区域 

表 （略） 表 （略） 

２ 上郷地区整備計画区域 ２ 上郷地区整備計画区域 

表 （略） 表 （略） 

３ 川路地区整備計画区域  

【別記２ 参照】  



議案第84号4 

議案第84号4 

【別記１】 

 

改正後（案） 

名称 区域 

（略） 

上郷地区整備計画区域 都市計画法第20条第１項の規定により告示された飯田都市計画上郷地区計画の区域のうち、地

区整備計画が定められた区域 

川路地区整備計画区域 都市計画法第20条第１項の規定により告示された飯田都市計画川路地区計画の区域のうち、地

区整備計画が定められた区域 

 

現行 

名称 区域 

（略） 

上郷地区整備計画区域 都市計画法第20条第１項の規定により告示された飯田都市計画上郷地区計画の区域のうち、地

区整備計画が定められた区域 

 

 

 

 

 

 



議案第84号5 

議案第84号5 

【別記２】 

 

改正後（案） 

計画地区 制限 

居住地区 用途の制限 １ 法別表第２（い）項第３号に掲げる共同住宅（寄宿舎又は下宿を除く。） 

２ 法別表第２（に）項第３号及び第４号に掲げる建築物 

３ 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

４ 危険物の規制に関する政令（昭和34年政令第306号）第１条の11に規定する指定数量以上

の危険物の製造所、貯蔵所及び取扱所 

５ 店舗、飲食店その他これらに類する用途に供する建築物のうち政令第130条の５の３に掲

げる建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が500平方メートルを超えるもの 

建蔽率の最高限度 100分の60 

敷地面積の最低限度 250平方メートル 

壁面の位置の制限 １ 幅員６メートルの区画道路（市道川路196号線及び市道川路197号線）にあっては、２メー

トル 

２ 前項に掲げるもの以外の道路にあっては、１メートル 

３ 隣地にあっては、１メートル 

高さの最高限度 12メートル 

新産業地区 用途の制限 １ 法別表第２（い）項第１号から第４号までに掲げる建築物 

２ 法別表第２（は）項第３号に掲げる建築物 

３ 法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げる建築物 



議案第84号6 

議案第84号6 

４ 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

５ 法別表第２（へ）項第３号に掲げる建築物 

６ 法別表第２（り）項第２号に掲げる建築物 

７ 法別表第２（わ）項第４号に掲げる建築物 

壁面の位置の制限 １ 都市計画道路３・３・40桐林大明神原線にあっては、５メートル 

２ 前項に掲げるもの以外の道路にあっては、２メートル 

３ 隣地にあっては、２メートル 

高さの最高限度 15メートル 

駅前地区 用途の制限 １ 法別表第２（い）項第１号から第４号までに掲げる建築物 

２ 法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げる建築物 

３ 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

４ 法別表第２（へ）項第３号に掲げる建築物 

５ 法別表第２（り）項第２号に掲げる建築物 

６ 自動車修理工場 

７ 主たる用途が法別表第２（る）項第１号(1)から(3)まで、(11)又は(12)の物品（以下「危

険物」という。）の販売、貯蔵又は処理に供する建築物 

壁面の位置の制限 １ 都市計画道路３・３・40桐林大明神原線にあっては、５メートル 

２ 前項に掲げるもの以外の道路にあっては、２メートル 

３ 隣地にあっては、２メートル 

高さの最高限度 15メートル 

ファクトリーパ 用途の制限 １ 法別表第２（い）項第１号から第４号までに掲げる建築物 



議案第84号7 

議案第84号7 

ーク地区 ２ 法別表第２（は）項第３号に掲げる建築物 

３ 法別表第２（に）項第３号から第５号までに掲げる建築物（第４号にあっては、２以下の

階を有するものを除く。） 

４ 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

５ 法別表第２（へ）項第３号に掲げる建築物 

６ 法別表第２（り）項第２号に掲げる建築物 

７ 法別表第２（わ）項第４号に掲げる建築物 

８ 自動車修理工場 

９ 主たる用途が危険物の販売、貯蔵又は処理に供する建築物 

建築物の建蔽率の最高限

度 

100分の50 

壁面の位置の制限 １ 都市計画道路３・３・40桐林大明神原線にあっては、５メートル 

２ 前項に掲げるもの以外の道路にあっては、２メートル 

３ 隣地にあっては、２メートル 

高さの最高限度 15メートル 

天竜峡連携地区 用途の制限 １ 法別表第２（い）項第１号から第４号までに掲げる建築物 

２ 法別表第２（に）項第３号及び第５号に掲げる建築物 

３ 法別表第２（ほ）項第２号及び第３号に掲げる建築物 

４ 法別表第２（へ）項第３号に掲げる建築物 

５ 法別表第２（り）項第２号に掲げる建築物 

６ 自動車修理工場 



議案第84号8 

議案第84号8 

７ 主たる用途が危険物の販売、貯蔵又は処理に供する建築物 

壁面の位置の制限 １ 都市計画道路３・３・40桐林大明神原線にあっては、５メートル 

２ 前項に掲げるもの以外の道路にあっては、２メートル 

３ 隣地にあっては、２メートル 

高さの最高限度 15メートル 

注 この表の壁面の位置の制限の項の規定は、外壁の後退距離の限度に満たない距離にある建築物又は建築物の部分が、次の各号のいずれかに該当す

る場合は、適用しない。 

(1) 外壁又はこれに代わる柱の中心線の長さの合計が３メートル以下であること。  

(2) 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが2.3メートル以下で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であること。 



議案第85号1 

議案第85号1 

飯田市営住宅等条例新旧対照表（最終 令和５年12月27日飯田市条例第36号） 

改正後（案） 現行 

目次 目次 

第１章 （略） 第１章 （略） 

第２章 市営住宅等の管理 第２章 市営住宅等の管理 

第１節・第２節 （略） 第１節・第２節 （略） 

第３節 削除 第３節 ２号市営住宅（第42条―第48条） 

第４節・第５節 （略） 第４節・第５節 （略） 

第３章～第５章 （略） 第３章～第５章 （略） 

附則 （略） 附則 （略） 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、飯田市（以下「市」という。）における市営住宅

等の設置及び管理について、公営住宅法（昭和26年法律第193号。以下

「法」という。）、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平

成５年法律第52号。以下「特定優良賃貸住宅法」という。）及び地方

自治法（昭和22年法律第67号）の規定に基づき、これらの法律及びこ

れらに基づく命令に定めのあるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

第１条 この条例は、飯田市（以下「市」という。）における市営住宅

等の設置及び管理について、公営住宅法（昭和26年法律第193号。以下

「法」という。）、住宅地区改良法（昭和35年法律第84号。以下「住

宅改良法」という。）、特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律

（平成５年法律第52号。以下「特定優良賃貸住宅法」という。）及び

地方自治法（昭和22年法律第67号）の規定に基づき、これらの法律及

びこれらに基づく命令に定めのあるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。 

(1) （略） (1) （略） 



議案第85号2 

議案第85号2 

改正後（案） 現行 

(2) 削除 (2) ２号市営住宅 市が建設した住宅改良法第２条第６項に規定する

改良住宅であって、別表第１の２に掲げるもの及びその附帯施設を

いう。 

(3) （略） (3) （略） 

(4) ４号市営住宅 市が国の補助を受けず、又は第１号若しくは前号

に掲げる住宅としての用途を変更して、住民に使用させるために設

置する住宅で、別表第１の４に掲げるもの及びその附帯施設をいう。 

(4) ４号市営住宅 市が国の補助を受けず、又は前３号に掲げる住宅

としての用途を変更して、住民に使用させるために設置する住宅で、

別表第１の４に掲げるもの及びその附帯施設をいう。 

(5) （略） (5) （略） 

(6) 共同施設等 次のいずれかに該当するものをいう。 (6) 共同施設等 次のいずれかに該当するものをいう。 

ア （略） ア （略） 

イ 削除 イ 住宅改良法第２条第７項に規定する地区施設又は同条第８項に

規定する公共施設 

ウ・エ （略） ウ・エ （略） 

(7)～(9) （略） (7)～(9) （略） 

第２章 市営住宅等の管理 第２章 市営住宅等の管理 

第３節 削除 

 

第42条から第48条まで 削除 

第３節 ２号市営住宅 

（２号市営住宅の管理） 

第42条 ２号市営住宅（以下この節において「市営住宅」という。）の

管理については、住宅改良法及びこれに基づく命令の規定並びに第１

節に定めるもののほか、この節に定めるところによる。 

（２号市営住宅の入居者の公募） 

第43条 第18条及び第19条の規定は、市営住宅について準用する。 



議案第85号3 

議案第85号3 

改正後（案） 現行 

（２号市営住宅の入居者の資格） 

第44条 第20条（第２項第４号を除く。）の規定は、市営住宅の入居者

の資格について準用する。この場合において、第20条第１項第２号中

「法第23条第１号」とあるのは「住宅改良法第29条の規定により準用

する法第23条第１号」と、同条第２項中「法第23条第１号イ」とある

のは「住宅改良法第29条の規定により準用する法第23条第１号イ」と、

同条第３項中「法第23条第１号イ及びロ」とあるのは「住宅改良法第2

9条の規定により準用する法第23条第１号イ及びロ」と、同項第１号中

「法第23条第１号イ」とあるのは「住宅改良法第29条の規定により準

用する法第23条第１号イ」と、「214,000円（前項第４号の災害発生の

日から３年を経過した後において同号の者が引き続き同号の市営住宅

に入居している場合にあっては、158,000円）」とあるのは「139,000

円」と、同項第２号中「法第23条第１号ロ」とあるのは「住宅改良法

第29条の規定により準用する法第23条第１号ロ」と、「158,000円」と

あるのは「114,000円」と読み替えるものとする。 

２ 第21条第１項、同条第３項及び第22条から第27条までの規定は、市

営住宅について準用する。この場合において、第21条第１項中「他の

市営住宅」とあるのは「他の市営住宅等」と、「前条」とあるのは「第

44条第１項」と読み替えるものとする。 

（２号市営住宅の家賃及び敷金等） 

第45条 市営住宅の家賃は、第28条第２項の数値を0.87として同条第１

項又は第４項に準じて算出した家賃と、住宅改良法第29条第３項の規

定によりその例によることとされている公営住宅法の一部を改正する



議案第85号4 

議案第85号4 

改正後（案） 現行 

法律（平成８年法律第55号）による改正前の法第12条第１項の規定に

より算出した家賃の限度額とを比較して、いずれか少ない方の額とす

る。 

２ 第29条から第33条までの規定は、市営住宅について準用する。この

場合において、第29条第３項中「前条第１項及び第４項」とあるのは

「第45条第１項」と、第31条第１項中「第37条第１項又は第68条第１

項」とあるのは「第68条第１項」と読み替えるものとする。 

（２号市営住宅の収入超過者に関する認定等） 

第46条 市長は、毎年度、前条第２項において準用する第29条第３項（同

条第７項において準用する場合を含む。）の規定により認定した入居

者の収入の額が、第44条第１項に規定する金額を超え、かつ、当該入

居者が市営住宅に引き続き３年以上入居しているときは、当該入居者

を収入超過者として認定し、その旨及び次条第２項の規定により算出

した家賃の額を当該入居者に通知するものとする。 

２ 第34条第３項、同条第４項及び第35条の規定は、市営住宅について

準用する。この場合において、第34条第３項中「第１項又は前項」と

あるのは「第46条第１項」と読み替えるものとする。 

（２号市営住宅の収入超過者に対する家賃等） 

第47条 第36条第１項の規定は、市営住宅の収入超過者に対する家賃に

ついて準用する。この場合において、「第28条第１項及び第４項」と

あるのは「第45条第１項」と読み替えるものとする。 

２ 市営住宅の収入超過者の家賃は、別表第２の左欄に掲げる入居者の

収入の区分に応じて同表の右欄に掲げる額とする。 



議案第85号5 

議案第85号5 

改正後（案） 現行 

３ 第30条及び第31条の規定は、前２項の家賃について準用する。 

４ 第39条及び第40条の規定は、市営住宅について準用する。この場合

において、第40条第１項中「第34条から前条まで」とあるのは「第46

条及び第47条」と、「法第44条第３項の規定による公営住宅の用途の

廃止」とあるのは「市営住宅の用途の廃止」と、同条第２項中「第69

条第１項第１号又は第２号」とあるのは「第69条第１項第３号又は第

４号」と、「第34条から前条まで」とあるのは「第46条及び第47条」

と、「整備された市営住宅」とあるのは「整備された市営住宅等」と

読み替えるものとする。 

（２号市営住宅の明渡しの請求を行った場合の家賃の特例） 

第48条 第41条の規定は、第16条第１項第１号から第６号までのいずれ

かの規定に該当することにより同項の請求を行った場合について準用

する。この場合において、第41条第１項中「第25条第４項の規定によ

り指定した日」とあるのは「第44条第２項において準用する第25条第

４項の規定により指定した日」と、同項及び同条第２項中「近傍同種

の住宅の家賃の額」とあるのは「第45条第１項の規定による家賃の限

度額に100分の180を乗じて得た額」と読み替えるものとする。 

（市営住宅等建替事業等の施行に係る市営住宅等の管理等） （市営住宅等建替事業等の施行に係る市営住宅等の管理等） 

第65条 次の各号のいずれかを行うに当たって必要となる入居者の取扱

いその他の市営住宅等の管理については、この章に定めるところによ

る。 

第65条 次の各号のいずれかを行うに当たって必要となる入居者の取扱

いその他の市営住宅等の管理については、この章に定めるところによ

る。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 法第44条第３項の規定により行うものその他の市営住宅等の用途 (3) 法第44条第３項（住宅改良法第29条第１項の規定により準用する



議案第85号6 

議案第85号6 

改正後（案） 現行 

の廃止 場合を含む。）の規定により行うものその他の市営住宅等の用途の

廃止 

（市営住宅等の用途の廃止による他の市営住宅等への入居の際の家賃

の特例） 

（市営住宅等の用途の廃止による他の市営住宅等への入居の際の家賃

の特例） 

第71条 市長は、次のいずれかに該当する者について、新たに入居する

市営住宅等の家賃が従前の市営住宅等の最終の家賃を超えることとな

り、当該入居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、

第28条第１項及び第４項、第36条第１項、第38条第１項、第52条、第5

9条第１項、第61条第１項において読み替えて準用する第36条第１項並

びに第62条第１項において読み替えて準用する第38条第１項の規定に

かかわらず、政令第12条の例により、その者が明渡し後に入居する当

該他の市営住宅等の家賃を減額するものとする。 

第71条 市長は、次のいずれかに該当する者について、新たに入居する

市営住宅等の家賃が従前の市営住宅等の最終の家賃を超えることとな

り、当該入居者の居住の安定を図るため必要があると認めるときは、

第28条第１項及び第４項、第36条第１項、第38条第１項、第45条第１

項、第47条第１項において読み替えて準用する第36条第１項、第52条、

第59条第１項、第61条第１項において読み替えて準用する第36条第１

項並びに第62条第１項において読み替えて準用する第38条第１項の規

定にかかわらず、政令第12条の例により、その者が明渡し後に入居す

る当該他の市営住宅等の家賃を減額するものとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

（管理の特例） （管理の特例） 

第85条の２ （略） 第85条の２ （略） 

２ 前項の規定により、管理代行者が公営住宅等の管理を行う場合にお

けるこの条例の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

２ 前項の規定により、管理代行者が公営住宅等の管理を行う場合にお

けるこの条例の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替える

ものとする。 

【別記１ 参照】 【別記１ 参照】 

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 



議案第85号7 

議案第85号7 

改正後（案） 現行 

第85条の３ ３号市営住宅及び４号市営住宅並びにその共同施設等（以

下「指定管理住宅等」という。）の管理は、地方自治法第244条の２第

３項の規定により、飯田市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関

する条例（平成15年条例第61号）の定めるところにより、指定管理住

宅等の指定管理者として市長が指定したものに行わせることができ

る。 

第85条の３ ２号市営住宅、３号市営住宅及び４号市営住宅並びにその

共同施設等（以下「指定管理住宅等」という。）の管理は、地方自治

法第244条の２第３項の規定により、飯田市公の施設の指定管理者の指

定の手続等に関する条例（平成15年条例第61号）の定めるところによ

り、指定管理住宅等の指定管理者として市長が指定したものに行わせ

ることができる。 

（収入状況の報告の請求等） （収入状況の報告の請求等） 

第88条 市長は、次に掲げる事項を行うに当たり必要があると認めると

きは、入居者の収入又は所得の状況について、当該入居者若しくはそ

の雇主、その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要

な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めること

ができる。 

第88条 市長は、次に掲げる事項を行うに当たり必要があると認めると

きは、入居者の収入又は所得の状況について、当該入居者若しくはそ

の雇主、その取引先その他の関係人に報告を求め、又は官公署に必要

な書類を閲覧させ、若しくはその内容を記録させることを求めること

ができる。 

(1) 第28条第１項若しくは第４項、第36条第１項（第61条第１項にお

いて準用する場合を含む。）、第38条第１項（第62条第１項におい

て準用する場合を含む。）又は第84条第１項の規定による家賃の算

出又は決定 

(1) 第28条第１項若しくは第４項、第36条第１項（第47条第１項及び

第61条第１項において準用する場合を含む。）、第38条第１項（第6

2条第１項において準用する場合を含む。）、第45条第１項又は第84

条第１項の規定による家賃の算出又は決定 

(2) 第30条第１項（第36条第３項、第38条第３項、第53条、第59条第

３項、第61条第３項及び第85条において準用する場合を含む。）の

規定による家賃若しくは金銭の減免又は徴収の猶予 

(2) 第30条第１項（第36条第３項、第38条第３項、第45条第２項、第4

7条第３項、第53条、第59条第３項、第61条第３項及び第85条におい

て準用する場合を含む。）の規定による家賃若しくは金銭の減免又

は徴収の猶予 

(3) 第32条第２項（第53条、第59条第３項及び第85条において準用す

る場合を含む。）の規定による敷金の減免又は徴収の猶予 

(3) 第32条第２項（第45条第２項、第53条、第59条第３項及び第85条

において準用する場合を含む。）の規定による敷金の減免又は徴収

の猶予 



議案第85号8 

議案第85号8 

改正後（案） 現行 

(4) （略） (4) （略） 

(5) 第39条（第62条第２項において準用する場合を含む。）の規定に

よるあっせん、指導又は助言 

(5) 第39条（第47条第４項及び第62条第２項において準用する場合を

含む。）の規定によるあっせん、指導又は助言 

(6) （略） (6) （略） 

２ （略） ２ （略） 

別表第１（第２条、第３条関係） 別表第１（第２条、第３条関係） 

１ （略） １ （略） 

 ２ 削除 ２ ２号市営住宅 

 【別記２ 参照】 

３～５ （略） ３～５ （略） 

別表第２ 削除 別表第２（第47条関係） 

 【別記３ 参照】 



議案第85号9 

議案第85号9 

【別記１】 

 

改正後（案） 

左欄 中欄 右欄 

（略） 

第88条第１項第５号 第39条（第62条第２項において準用する場合

を含む。）の規定によるあっせん、指導又は

助言 

第39条の規定によるあっせん、指導又は助言 

（略） 

 

現行 

左欄 中欄 右欄 

（略） 

第88条第１項第５号 第39条（第47条第４項及び第62条第２項にお

いて準用する場合を含む。）の規定によるあ

っせん、指導又は助言 

第39条の規定によるあっせん、指導又は助言 

（略） 

 

 

 

 



議案第85号10 

議案第85号10 

【別記２】 

 

現行 

名称 位置 

西の原市営住宅 飯田市大休 

 

【別記３】 

 

現行 

入居者の収入 額 

114,000円（第20条第２項第１号から第３号までに定める

場合にあっては139,000円）を超え158,000円以下の場合 

政令第８条第２項又は第３項の規定により定める家賃と、第45条第１項に規定する

家賃の限度額に100分の130を乗じた額とを比較していずれか少ない方の額 

158,000円を超え191,000円以下の場合 政令第８条第２項又は第３項の規定により定める家賃と、第45条第１項に規定する

家賃の限度額に100分の150を乗じた額とを比較していずれか少ない方の額 

191,000円を超える場合 政令第８条第２項又は第３項の規定により定める家賃と、第45条第１項に規定する

家賃の限度額に100分の180を乗じた額とを比較していずれか少ない方の額 

 



議案第86号1 

議案第86号1 

飯田市水道局企業職員の給与の種類及び基準を定める条例新旧対照表（最終 令和７年３月28日飯田市条例第21号） 

改正後（案） 現行 

（給与の減額） （給与の減額） 

第６条 職員（定年前再任用短時間勤務職員を含む。以下この条並びに

次条、第８条及び第９条において同じ。）が勤務しないときは、休暇

（当該職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母その他水道事業及び簡易

水道事業の管理者の権限を行う長（以下「管理者」という。）が指定

する者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないこと

が相当であると認められる場合における休暇及び労働組合の業務又は

活動に従事するため、勤務しないことが相当である場合における休暇

を除く。）による場合その他その勤務しないことにつき特に承認（当

該職員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日

の勤務時間の全部又は一部（２時間を超えない範囲内又は１年につき

管理者が指定する時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務しな

いことの承認を除く。）のあった場合を除くほか、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

第６条 職員（定年前再任用短時間勤務職員を含む。以下この条並びに

次条、第８条及び第９条において同じ。）が勤務しないときは、休暇

（当該職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情に

ある者を含む。）、父母、子、配偶者の父母その他管理者が指定する

者で負傷、疾病又は老齢により管理者が指定する期間にわたり日常生

活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相

当であると認められる場合における休暇及び労働組合の業務又は活動

に従事するため、勤務しないことが相当である場合における休暇を除

く。）による場合その他その勤務しないことにつき特に承認（当該職

員がその小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため１日の勤

務時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限る。）を勤務しな

いことの承認を除く。）のあった場合を除くほか、その勤務しない１

時間につき、勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。 

２ （略） ２ （略） 

（職務復帰後における給与等の取扱い） （職務復帰後における給与等の取扱い） 

第10条 育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他

の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期

間を100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最

第10条 育児休業をした職員が職務に復帰した場合において、部内の他

の職員との均衡上必要があると認められるときは、その育児休業の期

間を100分の100以下の換算率により換算して得た期間を引き続き勤務

したものとみなして、その職務に復帰した日及びその日後における最



議案第86号2 

議案第86号2 

改正後（案） 現行 

初の職員の昇給を行う日として管理者が定める日又はそのいずれかの

日に、昇給の場合に準じてその者の号俸を調整することができる。 

初の職員の昇給を行う日として水道事業及び簡易水道事業の管理者の

権限を行う長が定める日又はそのいずれかの日に、昇給の場合に準じ

てその者の号俸を調整することができる。 

 



議案第87号1 

議案第87号1 

飯田市水道条例等の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市水道条例新旧対照表（最終 令和６年３月29日飯田市条例第17号） 

改正後（案） 現行 

（給水装置工事の施行） （給水装置工事の施行） 

第６条 給水装置の新設等の工事（以下「給水装置工事」という。）は、

管理者又は法第16条の２第１項の規定により管理者が指定した者（以

下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。ただし、災害

その他非常の場合において、他の水道事業者（法第３条第５項に規定

するものをいう。以下同じ。）又は法第16条の２第１項の規定により

他の水道事業者が指定した者が給水装置工事を施行する必要があると

管理者が認めるときは、この限りでない。 

第６条 給水装置の新設等の工事（以下「給水装置工事」という。）は、

管理者又は法第16条の２第１項の規定により管理者が指定した者（以

下「指定給水装置工事事業者」という。）が施行する。 

２・３ （略） ２・３ （略） 

 



議案第87号2 

議案第87号2 

第２条関係 飯田市農業集落排水処理施設条例新旧対照表（最終 令和６年６月28日飯田市条例第27号） 

改正後（案） 現行 

（指定工事店の指定等） （指定工事店の指定等） 

第11条 新設等の行為に係る工事は、次の各号に掲げるものを除き、飯

田市下水道条例（平成13年飯田市条例第30号。以下「下水道条例」と

いう。）第９条第１項に規定する指定工事店（以下単に「指定工事店」

という。）が行い、これ以外の者は行ってはならない。 

第11条 新設等の行為に係る工事（市長が規則で定める軽微な工事を除

く。）は、飯田市下水道条例（平成13年飯田市条例第30号。以下「下

水道条例」という。）第９条第１項に規定する指定工事店（以下単に

「指定工事店」という。）が行い、これ以外の者は行ってはならない。 

(1) 市長が規則で定める軽微な工事  

(2) 災害その他非常の場合において、他の地方公共団体の長の指定を

受けた者又は地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第７条に規定

する管理者の指定を受けた者に工事を行わせる必要があると市長が

認めるときに、これらの指定を受けた者が行う工事 

 

２ （略） ２ （略） 

（占用料） （占用料） 

第32条 市長は、占用許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、

敷地等に次の各号のいずれかに該当する物件を設置することにより、

継続して敷地等を占用しようとする者にあっては、この限りでない。 

第32条 市長は、占用許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、

敷地等に次の各号のいずれかに該当する物件を設置することにより、

継続して敷地等を占用しようとする者にあっては、この限りでない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 地方公営企業法第２条第１項に規定する地方公営企業以外の事業

のために地方公共団体が占用する物件 

(4) 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第１項に規定する

地方公営企業以外の事業のために地方公共団体が占用する物件 

(5) （略） (5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 



議案第87号3 

議案第87号3 

第３条関係 飯田市下水道条例新旧対照表（最終 令和６年６月28日飯田市条例第28号） 

改正後（案） 現行 

（指定工事店の指定等） （指定工事店の指定等） 

第９条 新設等の行為に係る工事は、次の各号に掲げるものを除き、市

長の指定を受けた者（以下「指定工事店」という。）が行い、これ以

外の者は行ってはならない。 

第９条 新設等の行為に係る工事（市長が規則で定める軽微な工事を除

く。）は、市長の指定を受けた者（以下「指定工事店」という。）が

行い、これ以外の者は行ってはならない。 

(1) 市長が規則で定める軽微な工事  

(2) 災害その他非常の場合において、他の地方公共団体の長の指定を

受けた者又は地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第７条に規定

する管理者の指定を受けた者に工事を行わせる必要があると市長が

認めるときに、これらの指定を受けた者が行う工事 

 

２・３ （略） ２・３ （略） 

（占用料） （占用料） 

第42条 市長は、占用許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、

敷地等に次の各号のいずれかに該当する物件を設置することにより、

継続して敷地等を占用しようとする者にあっては、この限りでない。 

第42条 市長は、占用許可を受けた者から占用料を徴収する。ただし、

敷地等に次の各号のいずれかに該当する物件を設置することにより、

継続して敷地等を占用しようとする者にあっては、この限りでない。 

(1)～(3) （略） (1)～(3) （略） 

(4) 地方公営企業法第２条第１項に規定する地方公営企業以外の事業

のために地方公共団体が占用する物件 

(4) 地方公営企業法（昭和27年法律第292号）第２条第１項に規定する

地方公営企業以外の事業のために地方公共団体が占用する物件 

(5) （略） (5) （略） 

２ （略） ２ （略） 

 



議案第88号1 

 

議案第88号1 

飯田市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例新旧対照表（最終 令和５年３月27日飯田市条例第16号） 

改正後（案） 現行 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第12条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条

の10第１項各号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を

与える行為をしてはならない。 

第12条 放課後児童健全育成事業者の職員は、利用者に対し、法第33条

の10各号に掲げる行為その他当該利用者の心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

附 則 附 則 

（職員に関する経過措置） （職員に関する経過措置） 

第２条 当分の間、第10条第３項の規定の適用については、同項中「修

了したもの」とあるのは、「修了したもの（その者の研修計画を定め

た上で、放課後児童支援員としての業務に従事することとなった日か

ら２年以内に当該研修を修了することを予定している者を含む。）」

とする。 

第２条 この条例の施行の日から平成32年３月31日までの間、第10条第

３項の規定の適用については、同項中「修了したもの」とあるのは、

「修了したもの（平成32年３月31日までに修了することを予定してい

る者を含む。）」とする。 

 



議案第89号1 

 

議案第89号1 

飯田市議会議員及び飯田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例及び飯田市議会議員及び飯田市長の選挙におけるビラの

作成の公費負担に関する条例の一部を改正する条例 

第１条関係 飯田市議会議員及び飯田市長の選挙における選挙運動用ポスターの作成の公営に関する条例新旧対照表（最終 令和５年12月27日飯田市

条例第40号） 

改正後（案） 現行 

（公費の支払） （公費の支払） 

第４条 飯田市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスタ

ーの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、586円88銭に当該選挙が

行われる区域におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に88,000

円を加えた金額を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の

数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、

１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当

該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者

を通じて当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数に相当

する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合

に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該

ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 

第４条 飯田市は、候補者（前条の届出をした者に限る。）が同条の契

約に基づき当該契約の相手方であるポスターの作成を業とする者に支

払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成された選挙運動用ポスタ

ーの１枚当たりの作成単価（当該作成単価が、541円31銭に当該選挙が

行われる区域におけるポスター掲示場の数を乗じて得た金額に88,000

円を加えた金額を当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の

数で除して得た金額（１円未満の端数がある場合には、その端数は、

１円とする。以下「単価の限度額」という。）を超える場合には、当

該単価の限度額）に当該選挙運動用ポスターの作成枚数（当該候補者

を通じて当該選挙が行われる区域におけるポスター掲示場の数に相当

する数の範囲内のものであることにつき、委員会が定めるところによ

り、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認したものに限る。）

を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件に該当する場合

に限り、当該ポスターの作成を業とする者からの請求に基づき、当該

ポスターの作成を業とする者に対し支払う。 



議案第89号2 

 

議案第89号2 

第２条関係 飯田市議会議員及び飯田市長の選挙におけるビラの作成の公費負担に関する条例新旧対照表（最終 令和５年12月27日飯田市条例第40

号） 

改正後（案） 現行 

（ビラの作成の公費負担額及び支払手続） （ビラの作成の公費負担額及び支払手続） 

第４条 飯田市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成されたビラの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が８円38銭を超える場合には、８円3

8銭）に当該ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、法第142条第１項

第６号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認した

ものに限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基

づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

第４条 飯田市は、候補者（前条の規定による届出をした者に限る。）

が同条の契約に基づき当該契約の相手方であるビラの作成を業とする

者に支払うべき金額のうち、当該契約に基づき作成されたビラの１枚

当たりの作成単価（当該作成単価が７円73銭を超える場合には、７円7

3銭）に当該ビラの作成枚数（当該候補者を通じて、法第142条第１項

第６号に定める枚数の範囲内のものであることにつき、委員会が定め

るところにより、当該候補者からの申請に基づき、委員会が確認した

ものに限る。）を乗じて得た金額を、第２条ただし書に規定する要件

に該当する場合に限り、当該ビラの作成を業とする者からの請求に基

づき、当該ビラの作成を業とする者に対し支払う。 

（公費負担の限度額） （公費負担の限度額） 

第５条 第２条の規定による公費負担の限度額は、候補者１人について、

８円38銭にビラの作成枚数（当該作成枚数が、法第142条第１項第６号

に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて得た金

額とする。 

第５条 第２条の規定による公費負担の限度額は、候補者１人について、

７円73銭にビラの作成枚数（当該作成枚数が、法第142条第１項第６号

に定める枚数を超える場合には、同号に定める枚数）を乗じて得た金

額とする。 
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